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税務訴訟資料 第２６２号－１２５（順号１１９７５） 

鳥取地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 決定処分取消請求事件 

国側当事者・国（鳥取税務署長） 

平成２４年６月２２日一部認容・控訴 

判 決

原告 甲 

同訴訟代理人弁護士 関戸 一考 

同 佐々木 章 

同 佐々木 和弘 

被告 国 

同代表者法務大臣 滝 実 

同指定代理人 橋本 悠子 

同 高木 幸典 

同 石盛 裕規 

同 釜谷 和雄 

同 槇浦 勉 

同 上杉 浩之 

同 岡本 千穂 

処分行政庁 鳥取税務署長 

大庭 明夫 

主 文

１ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１６年分の所得税の

更正処分のうち総所得金額１５０７万２６０８円、還付金の額に相当する税額２７１万３１９０円

を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち７万円を超える部分を取り消す。 

２ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１７年分の所得税の

更正処分のうち総所得金額１６８０万０２３５円、還付金の額に相当する税額２４０万７８５６円

を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち４万８０００円を超える部分を取り消す。 

３ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１８年分の所得税の

更正処分のうち総所得金額１５７０万１３６２円、還付金の額に相当する税額２３４万４３８８円

を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち６万９９００円を超える部分を取り消す。 

４ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

５ 訴訟費用は、これを１０分し、その７を被告の負担とし、その余を原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求の趣旨 

１ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１６年分の所得税

の更正処分のうち総所得金額１２７２万１０１４円、還付金の額に相当する税額３４１万３６９
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０円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

２ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１７年分の所得税

の更正処分のうち総所得金額１５２０万０３９１円、還付金の額に相当する税額２８８万７８５

６円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

３ 鳥取税務署長が原告に対して平成２０年３月１４日付けでした原告の平成１８年分の所得税

の更正処分のうち総所得金額１３３６万８９３６円、還付金の額に相当する税額３０４万３９８

８円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 本件は、税理士業を営む原告が、その妻乙（以下「乙」という。）を青色事業専従者として、

平成１６年分から平成１８年分までの各年分（以下「本件各年分」という。）に係る各給与（以

下「本件各専従者給与」という。）について、事業所得の金額の計算上必要経費に算入してした

各確定申告に対し、鳥取税務署長（以下「処分行政庁」という。）が、乙の労務の対価として相

当であると認められる金額を超える部分の金額は必要経費に算入できないとして本件各年分に

係る所得税の各更正処分（以下「本件各更正処分」という。）及び過少申告加算税の各賦課決定

処分（以下「本件各賦課決定処分」という。また、本件各更正処分と本件各賦課決定処分を併せ

て「本件各処分」という。）を行ったことから、本件各専従者給与の金額は乙の労務の対価とし

て相当であり、本件各処分のうち本件各更正処分の一部及び本件各賦課決定処分は違法であると

主張して、当該部分の取消しを求めた事案である。 

２ 前提事実（争いのない事実、掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認定できる事実） 

(1) 原告は、昭和●年●月に税理士登録を受けて事務所（以下「原告事務所」という。）を開設

し、同事務所において税理士業を営む税理士である。なお、原告は、昭和５９年２月、処分行

政庁に対し、所得税の青色申告承認申請をするとともに、乙を青色事業専従者とする届出をし、

同年以後の所得税の青色申告承認を受けた。（以上につき、乙１、２、証人乙） 

(2) 乙は、昭和●年●月に原告と結婚し、昭和●年●月の原告事務所開設当初から同事務所で

勤務していた者であり、税理士資格は有していないものの、本件各年分において、いずれも年

間を通じて原告事務所の事業に従事していた（甲４、証人乙）。 

(3) 原告は、本件各年分において、乙が原告の事業に従事したことの対価として、平成１６年

分については１２４０万円、平成１７年分及び平成１８年分について各１２８０万円の青色事

業専従者給与を支払った（本件各専従者給与）。なお、原告が、本件各年分において、原告事

務所に勤務していた他の従業員（以下「本件各使用人」という。）に対して支払った給与額は、

別表２のとおりであり、年間を通じて事業に従事した使用人の１人あたりの給与額を平均する

と、平成１６年分については３５７万９１６７円、平成１７年分については３８４万２２５０

円、平成１８年分については３６０万８３７５円であった。（以上につき、乙５ないし７、１

６の１ないし１６の３、乙１７の１ないし１７の３、乙１８の１ないし１８の３、乙１９の１・

２） 

(4) 原告は、本件各専従者給与について、それぞれ全額を本件各年分の事業所得の金額の計算

上必要経費に算入し、処分行政庁に対し、平成１７年１月２６日に平成１６年分、平成１８年

１月２４日に平成１７年分、平成１９年１月２９日に平成１８年分の各確定申告書を提出した。

なお、原告が前記各確定申告書に記載した事業所得、不動産所得等の内訳及び総所得金額、納
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付すべき税額等の計算方法は、別表３ないし５の各Ａ欄に記載のとおりである。（以上につき、

乙８ないし１０） 

(5) 処分行政庁は、平成１９年４月から原告の本件各年分の所得税について税務調査を実施し、

平成２０年３月１４日付けで本件各処分を行った。なお、処分行政庁は、本件各処分にあたり、

原告と業種、業態及び事業規模が類似する同業者を選定し、その青色事業専従者のうち、①事

業主の妻であること、②税理士資格を有していないこと、③税理士の補助事務に１２か月従事

していたことの条件を満たす者７名を抽出したが、その給与の額は、平成１６年分については

２８５万４４９０円から６６３万円まで（平均額は４６５万９２１３円）、平成１７年分につ

いては２９６万４１６０円から６６３万円まで（平均額は４７３万６３０９円）、平成１８年

分については３０１万７３２０円から６６３万円まで（平均額は４７６万３９０３円）であっ

た。本件各処分に係る各通知書には、乙の労務の性質は、同人が税理士資格を有していないか

ら、税理士の補助事務の域を出るものではなく、本件各使用人及び類似同業者の専従者の労務

の性質と同様なものと認められること、乙の労務提供の程度も、同人が事業に従事した時間を

正確に記録したものはないから、本件各使用人及び類似同業者の専従者と比較して大きな差異

がなかったと認めるのが相当であること、そうすると、本件各専従者給与は、乙の労務の性質

及び労務提供の程度が本件各使用人及び類似同業者の専従者と大きな差異がないにもかかわ

らず、類似同業者の専従者給与の最高額６６３万円の２倍を超える著しく高額なものであるか

ら、労務の対価として不相当であること等が処分理由として記載されている。また、本件各更

正処分による更正後の青色事業専従者給与及び総所得金額、納付すべき税額等の計算方法は、

別表３ないし５の各Ｂ欄に記載のとおりである。（以上につき、甲１－１ないし１－３、弁論

の全趣旨） 

(6) 原告は、処分行政庁に対し、平成２０年５月１２日付けで本件各処分の取消しを求めて異

議申立てを行い、処分行政庁は、同年８月８日付けでこれを棄却する旨の決定をした。そこで、

原告は、国税不服審判所長に対し、審査請求を行ったが、国税不服審判所長は、平成２１年６

月３日付けでこれを棄却する旨の裁決をした。（以上につき、甲２－１・２、甲３－１・２） 

(7) 原告は、平成２１年１２月１日、本件訴えを提起した。 

３ 争点 

 原告の事業所得から控除されるべき青色事業専従者給与の額（本件各専従者給与は、その全額

が乙の労務の対価として相当であると認められるか否か。） 

４ 当事者の主張 

(1) 被告 

ア 本件各専従者給与は、乙の労務実態、類似同業者事業専従者給与等に照らすと、所得税法

５７条１項及び同法施行令１６４条１項所定の相当な労務の対価の額として著しく高額す

ぎ、必要経費として控除できるのは、類似同業者事業専従者給与平均額に従って平成１６年

分について６６８万３６４４円、平成１７年分について７３４万９５３８円、平成１８年分

について７５４万４０８５円を限度とすべきであり、それを超える金額について必要経費と

して計上することはできない。以下に、敷衍して論じる。 

イ(ア) 乙の労働実態をみるに、乙は税理士資格を有していないから、同人の労務の性質は、

税理士の補助事務の域を出るものではなく、本件各使用人の労務の性質と同様である。ま

た、乙の勤務時間を正確に記録した客観的証拠はなく、労務提供の程度も本件各使用人と
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比較して大きな差異はなかったとみるべきである。さらに、税理士又は税理士法人でない

者は、原則として税理士業務を行うことはできないから、税理士資格を有しない乙が行う

労務を事業者ないし共同経営者に相当するものと評価することはできない。原告は会計事

務所を有していなかったものであり、あたかも税理事務所と会計事務所が分離され、税理

士の配偶者（税理士資格なし）が会計事務所の代表者であったかのごとき原告の主張は、

採用できない。 

(イ) 加えて、同種の事業でその規模が類似する同業者の青色事業専従者が支払を受ける給

与の状況と比較する方法（以下「類似同業者給与比準方式」という。）及びその事業に従

事する他の使用人が支払を受ける給与の状況と比較する方法（以下「使用人給与比準方式」

という。）によると、本件各専従者給与は、次のとおり、これらの方式から算出される金

額と大きな開きがあり、著しく高額で是認できない。 

ａ 類似同業者給与比準方式 

 本件各専従者給与は、前記前提事実(3)のとおり、平成１６年分が１２４０万円、平

成１７年分及び平成１８年分が各１２８０万円であるところ、類似同業者の配偶者に係

る青色事業専従者給与の平均額は、別表１のとおり、平成１６年分が５７１万６３５６

円、平成１７年分が５４５万０４６２円、平成１８年分が５２５万５９１５円であり、

本件各専従者給与は、いずれも平均額の２倍を上回る金額となる。 

 なお、原告は、類似同業者の抽出過程が恣意的であるとか、前提となる資料が不正確

であったり信用性に欠けると主張するが、本件における類似同業者の抽出は、鳥取県下

及び鳥取税務署近隣の各税務署長に対し、広島国税局長が、「「同業者調査票」の作成

及び提出について（指示）」（乙１４の１ないし１４の４。以下「本件通達」という。）

を発遣する方法により、本件通達における抽出基準は別紙１抽出基準のとおり合理的な

内容であり、本件通達により抽出された同業者は、本件通達における抽出基準を全て満

たす者を機械的に抽出したもので、抽出過程に恣意性はないし、前提とした資料に問題

はない。 

ｂ 使用人給与比準方式 

 本件専従者給与は、本件各使用人の給与（別表２参照。前記前提事実(3)のとおり平

成１６年分が平均額３５７万９１６７円、平成１７年分が平均額３８４万２２５０円、

平成１８年分が平均額３６０万８３７５円）と比較して３倍以上と高額であり、労務の

対価として相当でない。 

ウ そこで、乙の相当な労務の対価の額であるが、処分行政庁は、乙の労務実態について調査

したものの、勤務時間等について乙の労務の状況を明らかにする資料はなく、その点につい

て解明することはできなかった。 

 そこで、このような場合、乙の相当な労務の対価の額を算出するには、所得税法５７条１

項及び同法施行令１６４条１項の規定文言に照らし、類似同業者における専従給与者の金額

や使用人の給与と比較して判断することが基本となる。そして、類似同業者比準方式と使用

人給与比準方式により算出した前記の各金額を比較すると、類似同業者比準方式によって算

出した金額が高額となることから、乙の労務の対価として相当であると認められる給与の金

額は、平成１６年分について６６８万３６４４円、平成１７年分について７３４万９５３８

円、平成１８年分について７５４万４０８５円と認めるのが相当である。 
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(2) 原告 

 本件各専従者給与は、以下のとおり、乙の労務の性質及びその提供の程度に照らし、その全

額が相当な労務の対価として認められるべきである。 

ア 労務の性質 

 乙は、昭和●年から他の税理士事務所で勤務し、昭和●年以降、原告事務所においても、

一貫して、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関

する事務（税理士法２条２項に規定されている事務。以下「会計業務」という。）に従事し、

平成１６年の時点で経験年数が●年になる熟練の会計業務者である。乙は、このようなキャ

リアを見込まれ、専門的な知識を要する医療法人及び学校法人等の会計業務を任されてきた。

なお、原告事務所では、これらの業務を担当できるのは乙のみであった。 

 また、乙は、原告事務所の会計業務の統括責任者として、本件各使用人が作成した会計帳

簿の内容を最終的に検討して完成させ、会計・税務書類の作成に関する事務を主に行うとと

もに、原告の事業所得の申告のための会計帳簿の作成及び決算手続に関する事務、本件各使

用人に対する給与の支払及び社会保険手続等の労務管理一切を行う等、被用者というより、

むしろ、事業者ないし共同経営者として原告の業務に従事してきた。 

 なお、税理士事務所を、税理士業務を行う税理事務所と会計業務を行う会計事務所に分離

する場合、税理士事務所が顧客から受注した業務のうち会計業務を会計事務所に外注委託す

ることになるが、その際税務事務所が会計事務所に対して支払う対価は受注額の約８０％に

及び、このことは、税理士事務所の業務における会計業務の重要性を物語っており、税理士

事務所の売上高の約８０％は会計業務のための経費というべきである。また、会計業務（税

理士法２条２項参照）は税理士業務ではなく、税理士資格がなくても独立した地位で行うこ

とが可能である。 

イ 労務提供の程度 

 乙の１日の勤務時間をみても、本件各使用人の比較にならないほど長時間であり、労務の

程度も全く異なる。すなわち、乙は、原告事務所の定時時間と比べて１．３５７倍長く勤務

しており、パソコンを稼働させていた時間も、本件各使用人よりも１．２８倍から１．３倍

長い。さらに、繁忙期には資料を自宅に持ち帰るなどして、深夜、休日を問わず仕事をして

いた。 

ウ 同種同規模事業者における支給給与、事業の種類・規模・収益状況 

 一般的な税理士事務所の売上高の約８０％は会計業務のための経費というべきであるこ

とは前記のとおりであり、本件各年分の原告事務所の事業収入（平成１６年分が５５２８万

２６４０円、平成１７年分が５７９１万１９７００円、平成１８年分が５８８８万５５５５

円）からすれば、本件各専従者給与の金額は低額なくらいである。 

エ 被告の主張に対する反論 

 被告が主張する類似同業者給与比準方式は、同業者抽出基準として、本来重視すべき重要

な基準を採用せず、また、重要でないことを重視している点で不合理、恣意的であり、同方

式を用いた判断の違法は免れないし、そもそも前提となる資料が不正確であったり信用性に

欠ける。 

 また、被告は、使用人給与比準方式についても主張するが、乙の労務の前記性質からすれ

ば、同人の給与が、本件各使用人の給与額と比べて高額となるのは当然であり、本件各使用
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人の給与額は比較の対象にならない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認めることができ、

この認定を左右するに足りる証拠はない。 

(1) 乙の経歴等 

ア 乙は、高校卒業後、昭和●年●月から約６年２か月にわたって大阪の税理士事務所で勤務

し、その間の昭和●年●月に原告と結婚し、その後、昭和●年●月から原告事務所で勤務し

ていた者であり、税理士資格を有していないものの、平成１６年の時点で、通算すると約●

年にわたって税理士事務所において会計業務及び税理士補助業務に従事した経歴を有して

いた。なお、平成１６年から平成１８年までの間に原告事務所で勤務した本件各使用人の中

には、平成１６年の時点で、原告事務所で１０年以上勤務していた者はおらず、他の事務所

での勤務歴と併せても約１４年勤務した者が最長であった。（以上につき、甲４、乙３１、

証人乙） 

イ 乙は、平成１６年３月にファイナンシャルプランナー３級、同年１０月に同２級の国家資

格を取得した（甲４、２２、証人乙）。 

ウ 原告は、昭和５９年２月９日、同年１月以後の乙の青色事業専従者給与の支給に関して、

乙の仕事の内容を「事務」、給料月額７万円、賞与を年２回（６月給につき月給の１～２か

月分、１２月給につき月給の３か月分）として届出を行い、その後、平成５年２月１日、同

年１月以後の青色事業専従者給与の支給に関して、乙の仕事の内容を「税理士業務補助」、

給料月額５０万円、賞与を年３回（各回月給の２～３か月分）、変更理由を、仕事量、業務

時間の増大として変更届出をし、さらに、平成９年９月８日、同年８月以後の青色事業専従

者給与の支給に関して、乙の仕事の内容を「毎日１０～１２時間」、「税理士業務の補助」、

給料月額８０万円、賞与を年２回（７月給につき月給の１～２か月、１２月給につき１～３

か月）として変更届出をした。（以上につき、乙１ないし４） 

(2) 平成１６年から平成１８年の間の乙の勤務時間等 

 原告事務所の勤務時間は、午前９時から午後５時までであったものの、原告及び乙は、通常、

午前７時半ころに出勤し、早くても午後６時ころまで勤務していた。また、乙は、税務申告期

日前の繁忙期には、休日や深夜に仕事をしたり、自宅に仕事を持ち帰ることもあった。なお、

乙には残業手当が支給されたことはなかった。（以上につき、甲４、乙３１、証人乙、弁論の

全趣旨） 

(3) 平成１６年から平成１８年の間の乙の業務内容等 

ア 原告事務所の関与先の件数は、法人が約１３０件、個人が約１２０件あり、このうち約５

分の２は乙が単独で会計業務を担当した。残りの約５分の３は、原告が直接担当し、この原

告の担当分については、本件各使用人に会計帳簿作成等の業務を下請けさせていたものの、

乙が、その本件各使用人の分担も決め、また、本件各使用人の作成する会計帳簿を全て確認

した。そして、乙は、会計業務に係る事務について、本件各使用人を指導、管理していた。

（以上につき、甲４、乙３１、３２の１ないし３２の３、証人乙） 

イ 原告事務所の関与先のうち、学校法人（幼稚園２件）の会計業務については、予算制があ

り、それに対応しての各種書面作成が求められ、補助金申請手続において、短期間のうちに
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大量の事務処理が求められる等の特徴があるため、乙が担当し、学校法人の専用ソフト等を

用いて処理していた。なお、原告事務所では、補助金申請に係る書式等が頻繁に変わること、

補助金申請期間が非常に短期間であること等から、前記専用ソフトを用いたとしても、学校

法人の会計業務を担当できるのは、乙だけの状況にあった。（以上につき、甲４、６、７、

１２、１３、１４－１・２、甲１５ないし１８、証人乙） 

ウ また、原告事務所は、当時、医療法人２件について会計業務を引き受けており（証人乙・

１７４項）、この医療法人の会計業務については、病院会計準則に則した決算書作成が要求

されること、保険収入に合わせて事業税の非課税部分があること、鳥取県等への提出書面が

あること等の特徴があるため、乙が担当していた。そして、原告事務所では、医療法人の会

計業務についても、担当できるのは乙だけである状況にあった。さらに、３件程あった医療

法人の税務申告についても、乙が主体的に調査して下書きする等の作業を行い、他に、乙は、

１件の医療法人設立の手続きも引き受け、書類作成を担当した。（以上につき、甲４、５、

７ないし９、１０〔いずれの枝番も含む〕、１１、証人乙） 

エ 乙は、原告事務所において、その他、本件各使用人の勤務実績等を考慮して、原告と相談

の上、本件各使用人の昇給を決定する等の給与の管理、原告事務所の会計帳簿の作成、原告

事務所の備品の管理（会計ソフトの選択等の事務を含む）等、本件各使用人が担当していな

い事務を担当していた（甲２０、乙３１、証人乙）。 

オ 他方、原告は、税務業務については、乙や本件各使用人がパソコンで作成した決算書類、

税務申告書について、自らの税法の知識に基づき内容を確認し、特に税務申告書の計算箇所

については手計算で税法に則った正確な計算がなされているかを確認し、税務書類の作成、

税務代理の業務を行い、また、会計業務については、乙や本件各使用人が作業に問題が生じ

たり窮すると、相談に応じて各人の仕事、作業を助け、本件各使用人ばかりか、乙も指導さ

れ、成果について監督を受けた。また、原告は、適宜、顧客先に出向いて顧客の相談を受け、

それは税務相談にとどまらなかった。なお、原告事務所において、顧客から相談を受け、直

接対応するのは原告だけだった。（以上につき、証人乙） 

(4) その後の経過 

 乙は、平成２３年２月１５日、原告事務所から会計部門を独立させる形で株式会社Ａを設立

して、原告とともに代表取締役に就任し、本件各使用人を同社に移籍させた（甲２１－１ない

し２１－４、証人乙）。 

２ 検討 

 所得税法５７条１項及び同法施行令１６４条１項は、青色申告書を提出することにつき税務署

長の承認を受けている居住者と生計を一にする配偶者その他の親族で専らその居住者の営む事

業に従事するもの（青色事業専従者）が当該事業から給与の支払を受けた場合に、「①その給与

の金額でその労務に従事した期間、②労務の性質、③その提供の程度、④その事業に従事する他

の使用人が支払を受ける給与の状況、⑤その事業と同種の事業でその規模が類似するものに従事

する者が支払を受ける給与の状況、⑥その事業の種類及び規模並びにその収益の状況」に照らし

その労務の対価として相当であると認められるものは、その居住者のその給与の支給に係る年分

の当該事業に係る事業所得の金額の計算上必要経費に算入する旨規定しており、当該規定を前提

にすれば、前記前提事実及び認定事実に基づき、本件各専従者給与が乙の労務の性質及び提供の

程度に照らし、不相当と評価せざるを得ないかどうかについて、不相当であれば相当な金額は如
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何なる額かを検討する必要がある。 

(1)ア まず、乙の労務の性質についてみるに、前記認定事実(1)アのとおり、乙は、税理士資格

を有していないものの、平成１６年の時点で、通算すると約●年にわたって税理士事務所に

勤務し、会計業務及び税理士補助業務に従事した経歴を有し、同(3)イ、ウのとおり、原告

事務所においては、学校法人や医療法人といった特徴のある会計業務を処理する専門的知識

及び経験を有する唯一の人物であった。また、乙は、その経歴及び専門性を生かして、同(3)

アのとおり、会計業務に関しては、本件各使用人の指導や本件各使用人が作成する会計帳簿

を確認し、これを完成させる業務等を担当していただけでなく、本件各使用人の能力や関与

先の規模等を考慮して会計業務の担当者を決定するなど、事務所内での業務配分を采配する

役割を果たしていた。さらに、乙は、同(3)エのとおり、本件各使用人の昇給を決定する等

の給与の管理、原告事務所の会計帳簿の作成、原告事務所の備品の管理等、本件各使用人が

担当していない事務を担当していた。これらの諸点を併せ考慮すれば、乙の労務の性質は、

会計業務及び税理士補助業務における経歴ないし専門性を遺憾なく発揮して、原告事務所の

経営に深く関わるものであったということができ、この点で、本件各使用人とは質的に異な

るものであったと評価することができる。 

 また、労務提供の程度についても、乙の勤務時間が本件各使用人よりも長時間に及ぶもの

であったことは前記認定事実(2)のとおりであり、乙の繁忙期における勤務状況をみても、

本件各使用人より量的にも多いものであったことが認められる（被告は、乙の勤務時間につ

いて、客観的証拠がない旨主張している。しかし、前記認定に係る乙の勤務時間は、パソコ

ンログ記録［甲１９］によって認められる乙のパソコンの起動時間や乙が記載した税務日誌

［乙３２の１ないし３２の３］の内容によって裏付けられており、自宅で資料作成等の作業

に従事した点に関する証人乙の証言は、前記の乙の担当事務の内容や、乙が当時自宅におい

て持ち帰り仕事ができないような育児等の家事の負担を負っていたことを認めるに足りる

証拠がないことに照らせば、あながち信用できないとはいえない。）。 

 イ そこで、乙のこのような労務の質、量に照らせば、本件各専従者給与は相当な金額のよ

うでもある。 

 しかしながら、本件各専従者給与の金額（平成１６年分について１２４０万円、平成１７

年分及び平成１８年分について各１２８０万円）は本件各年分の原告事務所、すなわち別表

３ないし５記載の原告の事業所得の金額（平成１６年分について１２７２万１０１４円、平

成１７年分について１５２０万０３９１円、平成１８年分について１３３６万８９３６円）

とほぼ等しいか、それに近いものになっており、この観点から不相応でないか疑義が生じる。

すなわち、税理士法においては、税理士は、同法２条１項に規定する税理士業務のほか、税

理士の名称を用いて、他人の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳

簿の記帳の代行その他財務に関する事務を業として行うことができる旨規定され（同条２

項）、また、税理士でない者については、税理士業務を行ってはならないこと（同法５２条）、

税理士若しくは税理士事務所又はこれに類似する名称を用いてはならないこと（同法５３

条）が規定されている。これらの規定からすれば、同法は、税理士の名称を用いて業務を行

う限り、税理士が、税理士でない者に同法２条２項の業務を担当させる場合についても、最

終的には税理士による監督を予定しているとみるべきである（そして、税理士は、本来自由

業務である会計業務であっても、自己の名称を使うことで顧客から信用を得ることができ、
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営業上もそれが有利に働くことは容易に推認できる）。実際にも、前記認定事実(3)オのとお

り、乙は税務業務はもちろんのこと会計業務についても、原告から指導監督を受けていた。

そして、こうしたことが、賃金水準を査定するにあたっては（特に、有資格者とそうでない

者の業務及びそれに対する評価の分配）、前記の顧客からの信頼を含む、職能給的な要素や

職責級的な要素及び資格の有無も含めた専門性を考慮するのが通常であることに照らし、作

業量や作業時間が断然違うほど資格のない者が働かない限り、資格を有する税理士が支払を

受けるべき対価は資格を有しない者が支払を受けるべき対価より多くなるのが一般である。

ところが、本件においては、前記のとおり、本件各専従者給与の金額と原告事務所の事業所

得の金額は、ほぼ等しいか、それに近く、前記の労務の性質やその対価としての給与のあり

方という側面から見て、不相当なものと評価せざるを得ない。 

 ウ さらに、税理士が、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納

税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえるべき立場（税理士法１条参照）にある

ことを考慮すると、自らの確定申告をするにあたっても、第三者の目から見て、担税力に見

合った納税義務の適正な履行（所得税法１条参照）が行われていると評価されるような申告

がされているかどうかが問われるものというべきであり、類似同規模同種事業者における支

給給与と乖離した給与の支払がされたことを前提とした（事業）所得税の申告がされること

によって、全体として、高額な所得税の納税を回避するような目的があったと窺われるよう

な事情が認められる場合は、申告上の専従者給与の一部について必要経費への算入が否定さ

れることにならざるを得ないと解するのが相当である。 

 そこで、本件各年分における確定申告の内容に照らし、本件各専従者給与の金額を前提と

した場合に、原告夫婦が負担した所得税額の合計金額を試算すると、別紙２ないし４の各年

分の「：申告額をもとに計算」のとおりとなり（社会保険料控除及び生命保険料控除につい

ては、証拠（乙８ないし１０）によれば、乙に係る社会保険料のうち、国民年金保険料及び

国民年金基金保険料については、原告が支出し、そのため原告の社会保険料として控除され

ていると推定されることから、乙自身は、原告に係る国民健康保険料と同額の国民健康保険

料のみを負担していると判断し、生命保険料については、原告に係る生命保険料額を上回る

生命保険料の支払をしていることはないものと想定して、それぞれ同一金額が控除されるも

のとして計算した。）、乙に係る定率減税額が上限（平成１７年分までは２５万円、平成１８

年分は１２万５０００円）に達する分岐点を試算した結果は、別紙２ないし４の各年分の「：

定率減税頭打ち額を基準に修正して計算」のとおりとなる。これらの試算結果に照らすと、

原告及び乙は、税務の基礎知識を活用して、当時実施されていた定率減税が、減税額が平成

１７年分までは２５万円、平成１８年分は１２万５０００円で頭打ちになっていることを考

慮し、一定の所得を乙に多めに配分することにして、乙の所得税に係る定率減税を受ける形

式を取ることによって、総体として、夫婦が共同経営している事業から得られる収入に見合

った担税力に釣り合うような所得税の納付を回避する観点から、専従者給与額を調整して確

定申告をしたことが推認できる。 

 エ そうすると、本件各専従者給与の金額は、相当なものとはいえない。 

(2) ところで、原告は、前記第２の４(2)アのとおり、税理士が会計事務所に会計業務を外注し

た場合に、売上の８０パーセント相当額を支払うのが通常であり、乙の仕事に対応する売上は

原告事務所の売上総額の８０％に相当するかの主張をするが、前記のとおり、原告事務所の売
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上は、会計業務に相当する部分を含めて、あくまで税理士である原告の名称及び資格を用いて

経営したことによるところが大きいというべきであり、この点の原告の主張は採用できない。

もっとも、前記認定事実(3)アのとおり、原告事務所の関与先の会計業務の担当件数をみると、

原告が全体の約５分の３、乙が約５分の２であったことが認められ、加えて、乙が、前記の経

歴及び専門性を前提として、原告担当分についても本件各使用人を指導し、同人ら作成に係る

会計帳簿等の確認を行っていたこと、乙が、自らの判断で関与先の会計業務の担当者を最終的

に決定したり、本件各使用人の人事管理を行っていたこと、特に業務が困難な医療法人等の会

計業務等を一人で行ってきたこと等も併せ考慮すれば、乙の労務の対価として相当と認められ

る金額は、原告の営業活動等を踏まえても、原告事務所の事業所得の金額の５分の２、すなわ

ち、原告の事業所得金額と乙の専従者給与額が３対２の割合になるものと評価することに合理

性を有するものと認められる。なお、当裁判所としては、一般的な税理士事務所における会計

業務の比重がどの程度のものであるかについては、不明なところもあり、乙の担当件数の割合

を基本に認定することに疑問を感じないではない上、税理士事務所における会計業務を含む売

上げを考えた場合、これまでにも述べたとおり、税理士資格を有しない事業専従者や使用人が

如何に働こうとも、税理士がその名称及び資格をもって集客し、仕事を受注し、受注後も事業

従事者や使用人の作業を監督しなければ売上げを上げることができないのだから、鳥取県民の

平均給与も認められないなら格別、それ以上の額が事業従事者の労働の対価として問題となる

場合には、その観点が重視されるべきであり、しかも、本件においては、前記のとおり、原告

が積極的に顧客と会い、営業活動をしてさらには乙に対する監督もしているようであり、その

点を踏まえれば、原告の事業所得と乙の専従者給与額の割合は、前者が３対２より多くなるよ

うにすべきかもしれない。しかしながら、本件においては、被告が、普遍性や合理性が担保さ

れる方法で、原告の主張や証人乙の証言の弾劾に成功していないことを考慮すると、前記のと

おり、原告の所得金額と乙の専従者給与額が３対２の割合になるものとして課税標準を認定す

ることがそれ程社会常識に反するともいえないと解する。 

(3) これに対し、被告は、本件各専従者給与は、類似同業者給与比準方式に基づき把握できた

金額を上回るものではない旨主張する。 

 しかしながら、被告の主張する類似同業者比準方式についても、本件通達における類似同業

者の抽出基準が、乙のような経歴及び専門性、経営への深い関与を前提とするものとなってい

ない以上、採用することができない。そもそも、所得税法５７条１項及び同法施行令１６４条

１項は、事業者側だけでなく、事業専従者側の労務についての個性を十分に配慮すべきことを

念頭に置いた規定であり、その配慮なく類似同業者を抽出して、その抽出同業者と原告を比較

するだけで乙の相当な労務の対価を決めることは許されないと解すべきである。特に、本件で

は、原告における税務日誌の記載が不十分なものであるとか、労働時間の管理が不十分であっ

た事情はあるものの、原告が処分行政庁の税務調査を拒絶したり、非協力だった事情は窺えな

い。そうだとすれば、処分行政庁は、乙の労働実態を綿密に調査、分析した上、乙の労働実態

に沿った認定ができたはずであり、にもかかわらず、処分行政庁が主張するような抽出基準で

類似同業者を抽出し、それに基づき乙の相当な労務の対価の額を判断し、被告も当審において、

それに沿って主張したことは何らの合理性もなく、排斥されねばならないと解する。 

 また、前記のとおり認められる乙の労務の性質及び労務提供の程度等を考慮すれば、乙の給

与額が本件各使用人よりも高額となるのは当然であり、本件各専従者給与を、本件各使用人の
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給与と比較する被告の主張も採用することはできない。 

(4) そうすると、乙の労務の対価として相当と認められる金額は、原告の所得金額と乙の専従

者給与額の合計額（本件各年分における事業所得金額に本件各専従者給与を加えた金額）に５

分の２を掛けた金額となり、別紙２ないし４の各年分の「：認容金額」の「②乙所得税額」、「専

従者給与」欄のとおり、平成１６年分が、１００４万８４０６円、平成１７年分が１１２０万

０１５６円、平成１８年分が１０４６万７５７４円となる。これらを前提に、本件各年分の事

業所得金額を計算すると、前記の各別紙の各年分の「：認容金額」の「①原告の所得税額」、「事

業所得」欄とおり、平成１６年分が１５０７万２６０８円、平成１７年分が１６８０万０２３

５円、平成１８年分が１５７０万１３６２円となり、また、還付金の額に相当する税額は、前

記の各別紙の各年分の「：認容金額」の「①原告の所得税額」、「還付金額」欄のとおり、平成

１６年分が２７１万３１９０円、平成１７年分が２４０万７８５６円、平成１８年分が２３４

万４３８８円となる。 

 さらに、以上の計算を前提に、本件各年分における過少申告加算税の額を計算すると、前記

の各別紙の各年分の「：認容金額」の「過少申告加算税額」のとおり、平成１６年分が７万円、

平成１７年分が４万８０００円、平成１８年分が６万９９００円となる。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求は、原告の平成１６年分の所得税の更正処分のうち総所得金額１５０７万２

６０８円、還付金の額に相当する税額２７１万３１９０円を超える部分及び過少申告加算税の賦課

決定処分のうち７万円を超える部分、原告の平成１７年分の所得税の更正処分のうち総所得金額１

６８０万０２３５円、還付金の額に相当する税額２４０万７８５６円を超える部分及び過少申告加

算税の賦課決定処分のうち４万８０００円を超える部分及び原告の平成１８年分の所得税の更正

処分のうち総所得金額１５７０万１３６２円、還付金の額に相当する税額２３４万４３８８円を超

える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち６万９９００円を超える部分の取消しを求め

る限度で理由があり、その余の請求は理由がないから、いずれも棄却することとして、主文のとお

り判決する。 

 

鳥取地方裁判所民事部 

裁判長裁判官 和久田 斉 

   裁判官 遠藤 浩太郎 

   裁判官 西山 芳樹 
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別表１・２ 省略 
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別表３ 

被告が主張する平成１６年分の納付すべき所得税の額 

平成１６年分 

 Ａ 

原告申告額 

Ｂ 

更正処分額 

Ｃ 

差額（Ｂ－Ａ） 

Ｄ 

被告主張額 

収 入 金 額 ① 55,282,640 55,282,640 0 55,282,640

必 要 経 費 ② 29,727,412 29,727,412 0 29,727,412

差引金額（①－②） ③ 25,555,228 25,555,228 0 25,555,228

繰 戻 額 等 ④ 245,400 245,400 0 245,400

 青色専従者給与 ⑤ 12,400,000 6,099,000 ▲6,301,000 5,716,356

 貸 倒 引 当 金 ⑥ 211,700 211,700 0 211,700

繰 入 額 等

（ ⑤ ＋ ⑥ ）
⑦ 12,611,700 6,310,700 ▲6,301,000 5,928,056

青色申告特別控除額 ⑧ 467,914 467,914 0 467,914

事
業
所
得 

事 業 所 得 の 金 額

（③＋④－⑦－⑧）
⑨ 12,721,014 19,022,014 6,301,000 19,404,658

収 入 金 額 ⑩ 780,000 780,000 0 780,000
不
動
産
所
得 

不動産所得の金額 ⑪ 0 0 0 0

総 所 得 金 額

（ ⑨ ＋ ⑪ ）
⑫ 12,721,014 19,022,014 6,301,000 19,404,658

所 得 控 除 の 金 額 ⑬ 3,771,544 3,771,544 0 3,771,544

課 税 総 所 得 金 額

（ ⑫ － ⑬ ）
⑭ 8,949,000 15,250,000 6,301,000 15,633,000

課税総所得金額に係る

所 得 税 の 額
⑮ 1,459,800 3,345,000 1,885,200 3,459,900

定 率 減 税 額 ⑯ 250,000 250,000 0 250,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑰ 4,623,490 4,623,490 0 4,623,490

納 付 す べ き 税 額

（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）
⑱ ▲3,413,690 ▲1,528,490 1,885,200 ▲1,413,590

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑲ 221,500 221,500 239,500

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。 
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別表４ 

被告が主張する平成１７年分の納付すべき所得税の額 

平成１７年分 

 Ａ 

原告申告額 

Ｂ 

更正処分額 

Ｃ 

差額（Ｂ－Ａ） 

Ｄ 

被告主張額 

収 入 金 額 ① 57,919,700 57,919,700 0 57,919,700

必 要 経 費 ② 29,362,541 29,362,541 0 29,362,541

差 引 金 額

（ ① － ② ）
③ 28,557,159 28,557,159 0 28,557,159

繰 戻 額 等 ④ 211,700 211,700 0 211,700

 青色専従者給与 ⑤ 12,800,000 6,011,000 ▲6,789,000 5,450,462

 貸 倒 引 当 金 ⑥ 214,200 214,200 0 214,200

繰 入 額 等

（ ⑤ ＋ ⑥ ）
⑦ 13,014,200 6,225,200 ▲6,789,000 5,664,662

青色申告特別控除額 ⑧ 554,268 554,268 0 554,268

事
業
所
得 

事 業 所 得 の 金 額

（③＋④－⑦－⑧）
⑨ 15,200,391 21,989,391 6,789,000 22,549,929

収 入 金 額 ⑩ 780,000 780,000 0 780,000
不
動
産
所
得 

不動産所得の金額 ⑪ 0 0 0 0

総 所 得 金 額

（ ⑨ ＋ ⑪ ）
⑫ 15,200,391 21,989,391 6,789,000 22,549,929

所 得 控 除 の 金 額 ⑬ 3,772,084 3,772,084 0 3,772,084

課 税 総 所 得 金 額

（ ⑫ － ⑬ ）
⑭ 11,428,000 18,217,000 6,789,000 18,777,000

課税総所得金額に係る

所 得 税 の 額
⑮ 2,198,400 4,250,290 2,051,890 4,457,490

定 率 減 税 額 ⑯ 250,000 250,000 0 250,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑰ 4,836,256 4,836,256 0 4,836,256

納 付 す べ き 税 額

（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）
⑱ ▲2,887,856 ▲835,966 2,051,890 ▲628,766

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑲ 210,000 210,000 240,500

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。 
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別表５ 

被告が主張する平成１８年分の納付すべき所得税の額 

平成１８年分 

 Ａ 

原告申告額 

Ｂ 

更正処分額 

Ｃ 

差額（Ｂ－Ａ） 

Ｄ 

被告主張額 

収 入 金 額 ① 58,885,555 58,885,555 0 58,885,555

必 要 経 費 ② 32,061,174 32,061,174 0 32,061,174

差 引 金 額

（ ① － ② ）
③ 26,824,381 26,824,381 0 26,824,381

繰 戻 額 等 ④ 214,200 214,200 0 214,200

 青色専従者給与 ⑤ 12,800,000 6,123,000 ▲6,677,000 5,255,915

 貸 倒 引 当 金 ⑥ 236,000 236,000 0 236,000

繰 入 額 等

（ ⑤ ＋ ⑥ ）
⑦ 13,036,000 6,359,000 ▲6,677,000 5,491,915

青色申告特別控除額 ⑧ 633,645 633,645 0 633,645

事
業
所
得 

事 業 所 得 の 金 額

（③＋④－⑦－⑧）
⑨ 13,368,936 20,045,936 6,677,000 20,913,021

収 入 金 額 ⑩ 780,000 780,000 0 780,000
不
動
産
所
得 

不動産所得の金額 ⑪ 0 0 0 0

総 所 得 金 額

（ ⑨ ＋ ⑪ ）
⑫ 13,368,936 20,045,936 6,677,000 20,913,021

所 得 控 除 の 金 額 ⑬ 2,988,844 2,988,844 0 2,988,844

課 税 総 所 得 金 額

（ ⑫ － ⑬ ）
⑭ 10,380,000 17,057,000 6,677,000 17,924,000

課税総所得金額に係る

所 得 税 の 額
⑮ 1,884,000 3,887,100 2,003,100 4,147,200

定 率 減 税 額 ⑯ 125,000 125,000 0 125,000

源 泉 徴 収 税 額 ⑰ 4,802,988 4,802,988 0 4,802,988

納 付 す べ き 税 額

（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）
⑱ ▲3,043,988 ▲1,040,888 2,003,100 ▲780,788

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑲ 212,000 212,000 251,000

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。 
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別紙１ 抽出基準 

(ア) 各年分において、税理士資格のみで、「税理士業」を営んでいる者であること。 

 ただし、次のａからｃまでのいずれかに該当する個人は除く。 

ａ 各年分の中途において、開廃業、休業又は業態を変更した個人 

ｂ 各年分の期間が１２か月に満たない個人 

ｃ 各年分において、更正又は決定の各処分が行われた個人のうち、国税通則法又は行政事

件訴訟法所定の不服申立期間又は出訴期間が経過していない個人並びにこれらの争訟が

係属している個人 

(イ) 各年分において、所得税法１４３条（青色申告）の承認を受けており、所得税青色申告

決算書を提出している者であること。 

(ウ) 各年分において、「税理士業」に係る年間の売上金額（税込金額）が、次の範囲内にあ

る者であること。 

ａ 平成１６年分については、２７６４万１０００円以上１億１０５６万５０００円以下 

ｂ 平成１７年分については、２８９５万９０００円以上１億１５８３万９０００円以下 

ｃ 平成１８年分については、２９４４万２０００円以上１億１７７７万１０００円以下 

(エ) 会計法人あるいは税理士法人を有していないこと。 

(オ) 税理士の資格を有していない配偶者のみを事業専従者としていること。 

(カ) 各年分を通じて専従者給与を支払っていること。 
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別紙２ 

（平成１６年分：申告額をもとに計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

申告額 12,721,014 8,949,000 250,000 12,400,000 10,080,000 610,000 380,000 91,204 8,998,000
～330万:0.1
330万～900
万:0.2 

250,000  

所得税額 
(定率減税前) 

1,459,800 1,469,600  2,929,400 

所得税額 
(定率減税後) 

1,209,800 1,219,600  2,429,400 

（平成１６年分：専従者給与額を類似同業者平均額に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 19,404,658 15,633,000 250,000 5,716,356 4,032,800 610,000 380,000 91,204 2,951,000 0.1 59,020  
所得税額 
(定率減税前) 

3,459,900 295,100  3,755,000 

所得税額 
(定率減税後) 

3,209,900 236,080  3,445,980 

（平成１６年分：定率減税頭打ち額を基準に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 13,877,641 10,106,000 250,000 11,243,373 8,981,204 610,000 380,000 91,204 7,900,000
～330万:0.1
～900万:0.2

250,000  

所得税額 
(定率減税前) 

1,801,800 1,250,000  3,051,800 

所得税額 
(定率減税後) 

1,551,800 1,000,000  2,551,800 

（平成１６年分：認容金額） 

①原告所得税額 ②乙所得税額  
事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与 

認容金額 15,072,608 11,301,000 250,000 10,048,406 
※なお、事業所得は、原告事務所の所謂粗利の５分の３、専従者給与は５分の
２として計算した。 

所得税額 
(定率減税前) 

2,160,300   

所得税額 
(定率減税後) 

1,910,300   

源泉徴収額 
 

4,623,490 還付金額 2,713,190
過少申告
加算税額

70,000  
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別紙３ 

（平成１７年分：申告額をもとに計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

申告額 15,200,391 11,428,000 250,000 12,800,000 10,460,000 610,000 380,000 91,204 9,378,796
～330万:0.1
～900万:0.2
900万超:0.3

250,000  

所得税額 
(定率減税前) 

2,198,400 1,583,639  3,782,039 

所得税額 
(定率減税後) 

1,948,400 1,333,639  3,282,039 

（平成１７年分：専従者給与額を類似同業者平均額に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 22,549,929 18,777,000 250,000 5,450,462 3,818,400 610,000 380,000 91,204 2,737,000 0.1 54,740  
所得税額 
(定率減税前) 

4,480,800 273,700  4,754,500 

所得税額 
(定率減税後) 

4,230,800 218,960  4,449,760 

（平成１７年分：定率減税頭打ち額を基準に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 16,757,018 12,984,000 250,000 11,243,373 8,981,204 610,000 380,000 91,204 7,900,000
～330万:0.1
～900万:0.2

250,000  

所得税額 
(定率減税前) 

2,665,200 1,250,000  3,915,200 

所得税額 
(定率減税後) 

2,415,200 1,000,000  3,415,200 

（平成１７年分：認容金額） 

①原告所得税額 ②乙所得税額  
事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与 

認容金額 16,800,235 13,028,000 250,000 11,200,156 
※なお、事業所得は、原告事務所の所謂粗利の５分の３、専従者給与は５分の
２として計算した。 

所得税額 
(定率減税前) 

2,678,400   

所得税額 
(定率減税後) 

2,428,400   

源泉徴収額 
 

4,836,256 還付金額 2,407,856
過少申告
加算税額

48,000  
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別紙４ 

（平成１８年分：申告額をもとに計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

申告額 13,368,936 10,380,000 125,000 12,800,000 10,460,000 617,400 380,000 91,204 9,371,000
～330万:0.1
～900万:0.2
900万超:0.3

125,000  

所得税額 
(定率減税前) 

1,884,000 1,581,300  3,465,300 

所得税額 
(定率減税後) 

1,759,000 1,456,300  3,215,300 

（平成１８年分：専従者給与額を類似同業者平均額に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 20,913,021 17,924,000 125,000 5,255,915 3,661,600 617,400 380,000 91,204 2,572,000 0.1 25,720  
所得税額 
(定率減税前) 

4,147,200 257,200  4,404,400 

所得税額 
(定率減税後) 

4,022,200 231,480  4,253,680 

（平成１８年分：定率減税頭打ち額を基準に修正して計算） 

①原告所得税額 ②乙所得税額 
 

事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与
給与所得控
除後金額 

国民健康
保険  

基礎控除
生命保険
料控除 

課税総所得 税率 定率減税
③合計  
(①＋②) 

修正後金額 14,917,774 11,928,000 125,000 11,251,162 8,988,604 617,400 380,000 91,204 7,900,000
～330万:0.1
～900万:0.2

125,000  

所得税額 
(定率減税前) 

2,348,400 1,250,000  3,598,400 

所得税額 
(定率減税後) 

2,223,400 1,125,000  3,348,400 

（平成１８年分：認容金額） 

①原告所得税額 ②乙所得税額  
事業所得 課税総所得 定率減税 専従者給与 

認容金額 15,701,362 12,712,000 125,000 10,467,574 
※なお、事業所得は、原告事務所の所謂粗利の５分の３、専従者給与は５分の
２として計算した。 

所得税額 
(定率減税前) 

2,583,600   

所得税額 
(定率減税後) 

2,458,600   

源泉徴収額 
 

4,802,988 還付金額 2,344,388
過少申告
加算税額

69,900  
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別紙５ 

 

平成１６年分 

①加算税の対象となる税額（別紙２の「：認容金額」の「所

得税（定率減税後）」欄の金額－「：申告額をもとに計算」の

「所得税（定率減税後）」欄の金額 

700,500  

②平成１７年３月１５日の確定申告分 -3,413,690  

③源泉徴収税額 4,623,490  

④期限内申告額（②＋③） 1,209,800  

⑤前記④と５０万円とのいずれか多い方の金額 1,209,800  

⑥前記①から⑤を控除した金額 -509,300 加重分なし 

⑦加算税の基礎となる税額（通常分） 700,500  

⑧加算税の基礎となる税額割合（通常分） 0.1  

⑨過小申告加算税の額 70,000  

平成１７年分 

①加算税の対象となる税額（別紙３の「：認容金額」の「所

得税（定率減税後）」欄の金額－「：申告額をもとに計算」の

「所得税（定率減税後）」欄の金額 

480,000  

②平成１８年３月１５日の確定申告分 -2,887,856  

③源泉徴収税額 4,836,256  

④期限内申告額（②＋③） 1,948,400  

⑤前記④と５０万円とのいずれか多い方の金額 1,948,400  

⑥前記①から⑤を控除した金額 -1,468,400 加重分なし 

⑦加算税の基礎となる税額（通常分） 480,000  

⑧加算税の基礎となる税額割合（通常分） 0.1  

⑨過小申告加算税の額 48,000  

平成１８年分 

①加算税の対象となる税額（別紙４の「：認容金額」の「所

得税（定率減税後）」欄の金額－「：申告額をもとに計算」の

「所得税（定率減税後）」欄の金額 

699,600  

②平成１９年３月１５日の確定申告分 -3,043,988  

③源泉徴収税額 4,802,988  

④期限内申告額（②＋③） 1,759,000  

⑤前記④と５０万円とのいずれか多い方の金額 1,759,000  

⑥前記①から⑤を控除した金額 -1,059,400 加重分なし 

⑦加算税の基礎となる税額（通常分） 699,600  

⑧加算税の基礎となる税額割合（通常分） 0.1  

⑨過小申告加算税の額 69,900  

 


